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新旧対照表 

新 旧 

千葉県私立幼稚園設置認可取扱要領 

 

（趣旨） 

第１条 千葉県内に設置する私立幼稚園に関する学校教育法（昭和２２年法律

第２６号）第４条による設置認可については、法令に定めるもののほか、こ 

の要領の規定によって取り扱うものとする。 

 

（設置者） 

第２条 幼稚園の設置者は、学校法人を原則とする。 

 

（適正配置） 

第３条 幼稚園の位置は、幼稚園設置基準（昭和３１年文部省令第３２号。以

下「基準」という。）第７条第１項に規定するもののほか、既設幼稚園等との

距離、設置予定地周辺の幼児数、人口動態等を勘案し、適正な配置となるよ 

うにしなければならない。 

 

（名称） 

第４条 幼稚園の名称は、千葉県内の既存の幼稚園の名称と同一又はまぎらわ

しいものであってはならない。 

 

（定員及び学級数） 

第５条 幼稚園の規模は、定員１２０人以上４００人以下であること。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号を満たすものについては、２学級６０

人以上とすることができる。 

(1) 次のいずれかに該当すること。 

ア 幼稚園未設置市町村及びこれに準ずる地域であること。 

イ 開発事業施行区域内及びこれに準ずる地域で、人口増加が明らかな地域で

あること。 

(2) 園地、園舎等がすべて寄附であり、債務（施設等の補助金分を除く。）の
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引継ぎがなされないものであること。 

 

（施設及び設備等） 

第６条 幼稚園の施設及び設備等は、次の各号に掲げるとおりとする。 

(1) 園地は、１，６２４平方メートルを下回らないこと。ただし、この要領 

の施行前に宅地問題協議会において指導を受けたものにあってはこの限りで 

ない。 

なお、園地については、次の算式により算出される面積を上回ることが望ま 

しい。 

基準園舎面積×２．２＋基準運動場面積 

(2) 保育室及び遊戯室の面積は、別表に定める面積を下回らないこと。ただ

し、教育方法及び教育効果等特別の理由があり、かつ、次のいずれかの場合 

には保育室と遊戯室が兼用であってもよい。 

ア 各学級ごとの保育室に、それぞれ遊戯室の性格をもたせた広さ（１００平

方メートル以上）や設備を確保していること。 

イ 遊戯室を広くとり、その一部を可動間仕切等でしゃへいして保育室とする

ものでは、しゃへいした時それぞれが別表に定める保育室及び遊戯室の面積 

を確保していること。 

２ 幼稚園の施設及び設備等は、将来にわたって継続的に幼稚園に使用される

ものでなければならない。 

３ 幼稚園の施設には、教育目的以外のために継続的に使用される施設（財産

の寄附者が居住その他の用に供しているもの等）を含んではならない。 

 

附 則 

１ この要領は、昭和５４年９月１日（以下「施行日」という。）から施行し、

施行日以後になされる設置計画の申請から適用する。 

２ この要領の施行の際、既に設置認可がなされている幼稚園についても、こ

の要領の規定に該当する事項について変更を行う場合には、この要領の規定を

適用する。 

ただし、第７条第１項の規定については、施行の日から起算して４月間はこの

限りでない。 

３ 千葉県私立幼稚園設置認可取扱要領（昭和４８年４月１日施行）は、昭和
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５４年８月３１日限り廃止する。 

４ 改正後のこの要領は、平成 ４年 ４月 １日から施行する。 

５ 改正後のこの要領は、平成 ６年 ４月 １日から施行する。 

６ 改正後のこの要領は、平成１１年 ４月 １日から施行する。 

７ 改正後のこの要領は、平成１２年 ４月 １日から施行する。 

８ 改正後のこの要領は、平成１８年１２月２２日から施行する。 

９ 改正後のこの要領は、平成２７年 ４月 １日から施行する。 

１０ 改正後のこの要領は、令和 年  月  日から施行する。 

 

別表 保育室及び遊戯室一室の最低面積 

(1) 保育室           
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１００㎡ 

５４年８月３１日限り廃止する。 

４ 改正後のこの要領は、平成 ４年 ４月 １日から施行する。 

５ 改正後のこの要領は、平成 ６年 ４月 １日から施行する。 

６ 改正後のこの要領は、平成１１年 ４月 １日から施行する。 

７ 改正後のこの要領は、平成１２年 ４月 １日から施行する。 

８ 改正後のこの要領は、平成１８年１２月２２日から施行する。 

９ 改正後のこの要領は、平成２７年 ４月 １日から施行する。 

 

別表 保育室及び遊戯室一室の最低面積 

(1) 保育室           

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 遊戯室 

 

 

 

 

 

 

 

学 級 定 員 最低面積 

３０人以下 ３９㎡ 

３１～３５人 ４６㎡ 

３６～４０人 ５３㎡ 

最 低 面 積 

１００㎡ 

 


